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NY マーケットレポート（2019 年 4 月 16 日） 
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NY市場レポート 

 

≪ NY市場概況 ≫ 

NY 市場では、米経済指標がまちまちの結果となったことに加え、日米通商協議の結果を見極めたいとの思惑

もあり、ドルは方向性に乏しい動きが続いた。イースター休暇を控えて徐々に主要通貨のボラティリティが

低下傾向にあることも影響した。その中で、ポンドやユーロに対してドルは堅調な動きとなったこともあり、

112.00を挟んで底固い動きが続いた。 

 

主要な米経済指標結果 

3 月鉱工業生産（前月比） -0.1％（予想 0.2％・前回 0.1％） 

3 月設備稼働率 78.8％（予想 79.1％・前回 78.2％⇒79.0％） 

3 月の米鉱工業生産は、市場予想を下回り、2ヵ月ぶりにマイナスとなった。自動車・同部品や電力、鉱業が

マイナスとなったことが影響した。統計データを見ると、製造業は 0.0％（前月-0.3％）と横ばいとなった。

機械が+0.5％（-2.0％）と改善したものの、自動車・同部品が-2.5％（+2.3％）と低下。また、電力は-0.5％

（+3.5％）、鉱業が-0.8％（0.00％）と前月から大きく低下した。一方、3月の設備稼働率は、市場予想を下

回り、前月からも低下した。製造業や鉱業の稼働率が下がったことが影響した。 

 

データを基に SBILMが作成 
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4 月 NAHB 住宅市場指数 63（予想 64・前回 62） 

4 月の NAHB（全米住宅建設業者協会）住宅市場指数は、市場予想と一致し、6ヵ月ぶりの高水準に改善した。

一戸建て住宅販売の現況指数は、4 ヵ月連続の上昇となり、住宅建設業者の期待が上向いていることが示さ

れた。一方、見通し指数は前月から低下したが、依然として 6 ヵ月平均を上回っている。また、前回低下し

た潜在的な住宅購入者の見方を示す見込客足指数も改善した。 
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主要 3指数は、2018年 10月以来の高値 

米株式市場は、米国の主要企業の決算が市場予想を上回ったことから、投資家心理が改善し、主要株価指数

は堅調な動きとなった。ダウ平均株価は、序盤から堅調な動きとなり、一時前日比 145ドル高まで上昇した。

その後は、上げ幅を縮小したものの、67ドル高で終了した。一方、ハイテク株中心のナスダックは、24ポイ

ント高となり、終値ベースで約半年ぶりに 8000ポイント超で終了した。また、SP500も 2018年 10 月以来の

高値となった。 
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ドルは底固い動き、ユーロ、ポンドはやや上値重い 

英政府との EU離脱協議が行き詰まったとの英野党・労働党のコービン党首の発言を英紙が報じたことや、ユ

ーロ圏経済の回復予測に対して、ECB 理事会で疑問視する当局者がいたとの報道も加わり、ポンドやユーロ

がドルなどに対して下落したことを受けて、ドルは序盤から円に対しても堅調な動きとなった。しかし、米

経済指標がまちまちの結果となったことに加え、日米通商協議に結果を見極めたいとの思惑もあり、ドルは

方向性に乏しい動きが続いた。一方、米主要株価指数が半年ぶりの高値を付けたこともあり、クロス円も底

固い動きとなった。 

 

出所：総合分析チャート 

 

提供：SBI リクイディティ・マーケット株式会社 

お客様は、本レポートに表示されている情報をお客様自身のためにのみご利用するものとし、第三者への提供、再配信を行うこ

と、独自に加工すること、 複写もしくは加工したものを第三者に譲渡または使用させることは出来ません。情報の内容について

は万全を期しておりますが、その内容を保証するものではありません。 また、これらの情報によって生じたいかなる損害につい

ても、当社および本情報提供者は一切の責任を負いません。 

本レポートに表示されている事項は、投資一般に関する情報の提供を目的としたものであり、勧誘を目的としたものではありま

せん。投資にあたっての最終判断はお客様ご自身でお願いします。  

 


